
実
現
す
る
た
め
に
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総

合
戦
略
を
作
成
し
ま
し
た
。総
合
戦
略
で
は
、

平
成
27
〜
31
年
度
の
５
年
間
の
目
標
や
基
本

的
な
方
向
、
施
策
を
ま
と
め
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か

け
る
た
め
、
出
生
率
の
向
上
や
定
住
人
口
の

増
加
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

同
時
に
、
人
口
減
少
に
即
し
て
、
ま
ち
づ

く
り
の
課
題
で
あ
る
北
広
島
団
地
地
区
の
活

性
化
や
都
市
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
、
公
共
交
通

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
な
ど
を
進
め
て
い
き

ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
、
日
本
の
人

口
減
少
は
、
今
後
加
速
度
的
に
進
む
こ
と
が

予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。
現
在
、
国
を
挙
げ
て

人
口
減
少
の
克
服
と
地
方
創
生
の
実
現
に
向

け
た
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

４
人
に
ま
で
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
。人
口
減
少
の
主
な
要
因
と
し
て
は
、

２
つ
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

1
合
計
特
殊
出
生
率
が
１
・
09
と
極
め
て
低
い　

　

北
海
道
の
平
均
は
１
・
25
。
道
内
35
市
で

は
江
別
市
の
１
・
06
、
札
幌
市
の
１
・
08
に

次
い
で
低
い
（
平
成
20
〜
24
年
の
平
均
）。

＊
合
計
特
殊
出
生
率
と
は
、
１
人
の
女
性
が

一
生
の
間
に
産
む
子
ど
も
の
平
均
数
の
こ
と

で
す
。

2
　

20
代
の
転
出
者
が
多
い　

　

男
女
と
も
に
、
就
職
・
進
学
な
ど
で
東
京

圏
や
札
幌
市
に
転
出
す
る
傾
向
が
強
い
。

　

そ
こ
で
、
合
計
特
殊
出
生
率
の
改
善
と
転

入
の
促
進
な
ど
に
取
り
組
み
ま
す
。
平
成
52

　

人
口
ビ
ジ
ョ
ン
で
明
ら
か
に
な
っ
た
課
題

に
対
処
す
る
と
と
も
に
、
10
年
後
、
20
年
後

を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
が
、
地
方
創
生
を

■人口の推移（人）平成22年までは国勢調査、32年以降は国立社会
保障・人口問題研究所の推計（平成25年３月）

０～
14歳

15～
64歳

65歳
以上

２

10,174

47,758

32,827

4,757

平成

57,731

40,198

8,795

8,738

12

60,353

38,717

8,083

13,553

22

57,547

32,314

6,084

19,149

32

52,732

27,958

4,652

20,122

42

46,784

22,279

20,577

3,928
52 年

推計

　

人
口
ビ
ジ
ョ
ン
と
は
、
当
市
の
人
口
の
現

状
と
将
来
の
展
望
を
示
し
た
も
の
で
す
。

　

当
市
の
人
口
は
、
平
成
19
年
６
月
の
６
万

１
１
９
９
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少
に
転
じ
、
27

年
11
月
に
は
５
万
９
３
２
５
人
と
な
り
ま
し

た
。
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の

推
計
に
よ
る
と
、
52
年
に
は
、
４
万
６
７
８

問合せ　政策推進室企画課
　　　　（☎372-3311・内線741）

年
の
人
口
は
、
推
計
よ
り
約
４
５
０
０
人
多

い
将
来
展
望
と
し
ま
し
た
。

　

人
口
減
少
が
進
む
と
、
経
済
規
模
の
縮
小

や
税
収
の
減
少
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の

衰
退
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
方
面
に
影
響
が
出

て
き
ま
す
。
課
題
に
対
す
る
認
識
を
、
市
民

の
皆
さ
ん
と
共
有
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

■人口の将来展望（人）

２平成 ７

5万

6万

12 17

60,353

22 27 32 37 42 47

46,784

51,401

52 年

平成22年まで…　　国勢調査
平成27年以降…　　市独自推計
　　　　　　　　　国立社会保障・
　　　　　　　人口問題研究所推計

約4,500人
の増加
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＊仕事と生活の調和。仕事上の責任を果
たすとともに、家庭や地域活動など、個
人の時間も持てるようにすることです。

基本目標３

自分のまちに
　興味を持って

基本目標１ 基本目標２

基本目標４時代に合った魅力的な
　まちをつくる

子どもを産み育てたいと
　いう希望をかなえる

北広島市への新しい人の
　流れをつくる

チャレンジできる環境を
　つくり、起業と雇用を
　促進する

　市民委員として会議に参加しまし
た。駅前には中心となるものや、に
ぎわいが少ないと感じています。イ
ベントで道外から参加者が来ても、
終わると札幌などへ行ってしまうそ
うです。せっかく人を呼び込んで
も、通過地点となってしまうのは残
念ですね。とどまってもらえるよう
な仕掛けが必要だと思いました。
　他にも、住んでいるのに知らない
ことがたくさんあると気付きました。
皆さんも自分のまちに興味を持って、
将来を一緒に考えてほしいですね。

日
時　

１
月
22
日
㈮　

午
後
６
時
か
ら

会
場　

芸
術
文
化
ホ
ー
ル
活
動
室

内
容　

基
調
講
演
「
地
方
創
生
の
実
現
に
向

け
て
。
人
口
減
少
時
代
に
挑
む
！
」
な
ど

講
師　

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
推
進
会
議
会
長　

山
本
一
彦
さ
ん

申
込
期
限　

１
月
15
日

総合戦略の閲覧場所　担当課と各出張
所、団地住民センター、エルフィンパ
ーク、図書館、中央公民館、夢プラザ
＊市ホームページ「パブリックコメン
ト」でもご覧になれます。
提出期間　１月４日～２月２日

小野麗子さん　宍戸圭子さん

　総合戦略作成のために提案
を行った、まち・ひと・しご
と創生総合戦略推進会議の委
員にお話を伺いました。

提出方法　自由様式で住所・氏名・電
話番号・意見を記入し、直接か郵送、
ファクス、電子メール
提出先　企画課（〒061-1192住所不要・
FAX372-3850、電子メールkikaku@city.
kitahiroshima.hokkaido.jp）

●親世代との同居や、近くで暮らす
　近居のための住宅取得を支援

●北広島市に来ることを促すような、
　ふるさと納税の返礼品を導入

●人材育成を目的とした奨学金制度
　の創設

●大志を抱く方たちの起業を支援

●商品開発など、農業を核とした新
　たな取り組みを支援

●市内企業と連携した雇用の促進

●「北広島団地」という呼び名を見
　直し、若い世代の感性に響くイメ
　ージ戦略を推進

●住み替えや空き家の流動化を促進

●小中一貫教育など、特色ある教育
　環境の推進

●都市のコンパクト化と、公共交通
　ネットワークの形成に向けた計画
　を作成

●結婚を希望する方へ、出会いの場
　を創出
●妊婦の定期健診に掛かる通院費用
　を支援
●不妊治療に掛かる費用を支援
●ワーク・ライフ・バランス

＊

に取り
　組む企業を支援
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